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はじめに 
パブリッククラウドでの利用費用が増加するにつれ、企業は当然の 

ことながら、クラウド支出の監視や管理方法を模索するようになります。また、

インフレや金利上昇によって、これらの取り組みへの緊急性が増す一方で、パブ

リッククラウドに年間＄100,000 以上を費やしている企業を対象とした調査で

は、80％の企業はほとんどの月でクラウドの予算を超過していることがわかり

ました。コストは依然として懸念事項であり、クラウド支出を管理することは、

クラウド利用量を掌握し、組織の投資価値を最大化することにつながります。調

査回答者の圧倒的多数（95%）は、クラウドサービスを利用することで、同等

のオンプレミスのシステムと比較して、IT インフラストラクチャの総所有コス

トの削減が図れると回答しています。 

パブリッククラウドの領域において、組織が投資効果を高めるための基本的な方

法は既にいくつかあります。まず初めに挙げられる最もわかりやすく、最も効果

的な方法は、無駄を省き、リソースの利用率を高めることです。これを実現する

ために組織は、エンジニアリング（クライアント側の需要に応じてリソースを自

動的にスケーリングするアプリケーションの構築）、またはこの機能が組み込ま

れたクラウドサービス（マネージド型データベースやインテリジェントストレー

ジクラスなど）を使用しています。2 番目の方法は、より予測可能なワークロー

ドに最適となりますが、リソースを大幅な割引価格で事前に購入することです。

３番目の方法は、スポットインスタンスを介してクラウドプロバイダーの余剰キ

ャパシティを活用する、あるいは機械学習ベースのツールを使用して、最適なコ

スト、パフォーマンス、耐障害性を実現できるようワークロードを構成すること

です。 

しかし、一つの方法で利用者のすべてのニーズを満たす方法はありません。アプ

リケーション資産全体でパブリッククラウドの支出を管理すること、もしくは全

体的な価値を継続的に高めるためには、ビジネスにとって有意義な方法で使用量

を継続的に監視し、リソースがプロビジョニングされている組織の隅々までコス

ト意識を高める必要があります。これと同時に、エネルギー価格が上昇している

この時流の中、二酸化炭素排出量の削減を目指す組織は、サステナビリティ（持

続可能性）の観点で IT チームが重要な役割を果たすと考えています。無駄を省

くことは、経済的にも環境的にもメリットがあります。 

この 20 年間パブリッククラウドは、IT 業界に多大な影響を与えてきましたが、

この傾向は続くものとみられます。クラウドの採用が拡大するに伴い、組織のク

ラウドへの支出額も当然増加ますが、クラウド財務管理は、コスト以上のメリッ

トを継続的に獲得できるでしょう。
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主な調査結果 

- パブリッククラウドに年間＄100,000 以上を費やしている企業を対象とした調査では、ほとんどの月

においてクラウド予算を超過している企業は 80%にのぼることがわかりました。しかし、調査回答者の

95%は、同等のオンプレミスのシステムと比較して、クラウドサービスを利用した方が、IT インフラス

トラクチャの総所用コスト削減が図れると回答しています。 

- マクロ経済のインフレ率が過去最高に達したにもかかわらず、パブリッククラウドインフラストラク

チャの単価は低く抑えられています。当社の調査によると、クラウドサービスの購入者は、必ずしもコス

ト削減にはならないが、クラウドに移行したことで節約した費用を生産性の向上や新たな収益を生み出す

ために新サービスに充てていることがわかりました。 

- クラウド財務管理を組織に組み込んでいる企業は、その取り組みによってさらにクラウドの採用が拡大

し、収益の増加、収益性の向上につながる可能性がとても高いと報告しています。 

- 当社の調査結果によると、クラウドコスト管理のベストプラクティスには、以下のものが含まれます：

利用可能な多岐にわたるサービスを使用すること（インフラストラクチャ、プラットフォーム、ソフトウ

ェア）、利用可能な多岐にわたる料金モデルを使用すること（オンデマンド、リザーブドインスタンス、

Savings Plans、スポットインスタンス）、アカウント管理、リソースのタグ付け、チャージバック/ショ

ーバックを介してコストを配分すること、クラウド支出に対する当事者意識と説明責任の両方を担うチー

ムに財務管理を委ねること。 

- 半数以上の組織において、IT チームがクラウドの財務規律の主要な推進力となっていますが、この責任

の所在は支出額によって変わる可能性があり、情報システム基盤の運用チームや財務チームなど上位層の

チームへと業務移管される可能性があります。 

- また、IT チームはサステナビリティの目標設定にも深く関与しています。調査対象となった組織の

86%が正式なサステナビリティに関わるプログラムを導入しており、そのうちの 71%がサステナビリティ

の目標設定と達成に IT 部門が深く関与していると報告しています。 
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クラウド財務管理がもたらすメリット 
概して、クラウド財務管理（CFM、財務業務、FinOps とも呼ばれる）とは、クラウ

ドリソースのプロビジョニング、デプロイ、モニタリングに対するコスト意識を浸透

させ、説明責任を推進するための一連の原則や実践を指します。FinOps に含まれる

のは、アカウントレベルの規律、チャージバックとショーバック、リソースとアカウ

ントのタグ付け、予測と予算編成、コスト監視とアラート、コミットメントに応じた

割引やスポットインスタンスの使用などです。個人でクラウドリソースを起動させ、

コストを経費として計上し、清算するためにクレジットカードを利用していた「シャ

ドーIT」時代は遠い過去となり、現在主流となりつつあるクラウド活用によって請求

額が増え続けるに伴い、組織全体でのコスト管理はとても重要になっています。 

これらを採用することでコスト節約が図れますが、クラウドの利用者は節約した費用

をより多くのクラウドサービスに投資する傾向があります。451 Research による調

査「Voice of the Enterprise（VotE）：Cloud, Hosting & Managed Services

（CHMS）, Budgets & Outlook 2022」によると、既存のパブリッククラウドユー

ザーの 72%がクラウドへの支出を来年度増やす予定であり、これは調査対象のその

他のどのカテゴリよりも高額となっています（2 番目に高額となっているのは SaaS

であり、ユーザーの 64％が支出を増やす予定です）。 

つまり、クラウドへの支出を増やすことは明らかに悪しきことだ、と言う考え方は、

的外れだと言えます。マクロ経済のインフレ率が過去最高に達したにもかかわらず、

パブリッククラウドインフラストラクチャに対する単価は低く抑えられています。

451 Research のクラウド価格指数によると、パブリッククラウドコンピューティン

グのベンチマーク価格は、この 2 年間ほとんど変化していません。また、クラウドへ

の移行やクラウド使用量の最適化によるコスト削減額を、生産性の向上や新たな収益

を生み出すために、新サービスに充てることができます。これは、テクノロジー（こ

の場合はパブリッククラウド）へアクセスしやすくなり効率性が向上したことで需要

増加につながり、ひいては利用が増加するというジェボンズのパラドックスの一例で

す。 

回答者の大多数（96%）は、クラウドの支出予測または予算編成を組んでいます

が、これは、回答者が年間平均＄700,000 以上クラウドに費やしていることを考慮

すると、驚くことではありません。それでもなお、大半の組織（80%以上）は多く

の場合、予想支出額を超過してしまい、その額は少額に留まらず、予算を 25%以上

超過している組織は半数にのぼります（図 1 参照）。 
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図 1：大半の組織がクラウド予算を超過 

予算を超過していない、または超過した額は少額 

予算を最大 25%超過 

予算を 26％-50％超過 

予算を 51％-100％超過 

予算を 101％-200％超過 

19% 30% 27% 19% 4% 

Q.  平均して、どの程度クラウドリソースが予算超過していますか?（n=1,000） 

出典：451 Research custom survey、2022 年 

マクロ経済のインフレが続く中、購入者はパブリッククラウドに目を向けており、これは、過去 5 年間にわたっ

て、IT ポートフォリオのゲームチェンジャーとなった同じ理由がその背景にはあります。この理由としては、運用

費をインフラストラクチャに充てること、クラウドプロバイダーが運用上の労力を請け負う革新的なサービスを試

用すること、より個別最適化された顧客体験を求めるエンドユーザーの期待に応えるため開発を加速させること、

実際の需要の増減に応じてリソースをより適切に調整することが挙げられます（対照的となるのは、ピーク時の需

要に対応するために、長期的な設備投資を行い、20%または 30%程度の低い平均稼働率を維持する場合です）。 

多くの組織でクラウドの年間支出額が数百万ドルに達する中、支出を成果に結び付けるにはクラウド財務管理が不

可欠となっています。クラウド財務管理を組織に組み込んでいる企業は、その取り組みによって、クラウドの使用

量が増え、収益向上や収益性も向上する可能性が最も高いと報告しています（図 2 参照）。 
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図 2：クラウド財務管理を組織に組み込むことによる最大の影響 

 
事業のクラウド使用量の 

増加/クラウドへの投資額 

拡大に寄与 

事業の収益性の成長に 

寄与 

事業の収益成長に 

寄与 

 

事業のコスト維持に 

寄与 

Q. クラウド財務管理を組織に組み込むことにより総合的に判断して、次に挙げる点においてどのような影響がありましたか?（n=1,000） 

出典：451 Research custom survey、2022 年 

クラウドの採用はジャーニーに例えられることがよくありますが、調査結果によると、クラウド利用が長期に渡れ

ば渡るほど、より良い成果につながることがわかりました。長期的にクラウドを利用している利用者ほど、クラウ

ド財務管理のベストプラクティスを組織に組み込む可能性は高く、（これは継続的な改善活動につながるという考

え方を支持していることでもあり）、また、コスト削減をも達成する可能性が高く、クラウドを 4 年以上利用して

いるユーザーのうち 60%以上がインフラストラクチャに対する単価を 60%以上削減できたと報告しています。顧

客は IT 環境に大掛かりな変更を加える必要はありません。IT トランスフォーメーションの大半は今後推進され、

（451 Research’s VotE: CHMS, Cloud Pricing 2022 survey によると、組織の IT 意思決定者の 4 分の 3 以上

は、今後 3〜5 年間で中規模から大規模な IT 環境の変革を進めると予想）、クラウドプロバイダーのサービスは継

続的に拡大しており、クラウドスキルが貴重であることから、段階的な IT 環境の改善が堅実な選択肢になります。 

「当社は最初の 18 か月間、（当社のクラウドプロバイダーが）絶えず私たちにコスト管理

についてこのような質問をしてきたことに驚きました。『直接お会いしてコスト削減の機

会についてお話しさせてください。リザーブドインスタンスを紹介させてください…もし

くは、未使用のリソースに関するレポートをお渡しします。』と、このようにして私たち

が自らやろうとしなくてもクラウドプロバイダーがコスト最適化の技術を教授してくれま

した。」 

IT/エンジニアリングマネージャー/スタッフ 10 万人以上の従業員、＄100 億以上の収益 

食品、飲料、農業 
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クラウドのコスト管理に 

おけるベストプラクティス 
パブリッククラウドに年間＄100,000 以上を費やしている組織の IT 意思決定者 1,000

人を対象とした調査結果で、上記の財務上および運用上のメリットを実現するためのベ

ストプラクティスが明らかとなりました。 

多岐にわたるクラウドサービスを活用：インフラストラクチャ、 

プラットフォーム、ソフトウェア 

デプロイする環境が拡大し、クラウドプロバイダーがデータベースや機械学習プラット

フォームなど、より高度なサービスを提供するに従い、企業はこれらの機能を自社管理

することから脱却しつつあります（図 3 参照）。 

 

図 3：データベースやその他のマネージド型サービスの使用率が急増 

 

 
Q.  次の AWS テクノロジーをどのように使用していますか?（n=1,000） 

出典：451 Research custom survey、2022 年 
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クラウドを採用する初期段階では、利用者はデータをストレージバケットに入れて、テストや開発の目的で仮

想マシンを起動することで満足していました。しかし、成熟度が高まり、クラウド支出が増加するに伴い、社

内における IT チームの運用上の労力を効果的に軽減できるサービスが定着していきます。特にデータベース

（より一般的にはマネージド型サービス）を使用している回答者は、財務管理実践の利点として、労働能率の

増進、インフラストラクチャに対する単価の削減、および総コストの削減を挙げる傾向があります。 

「サーバーレスデータベースは...コストの観点から見て、魅力的です。使った分だ

け料金を支払い、必要に応じて拡張できます。そのため、データベースのコストに

関する苦情は耳にしたことがありません。」 

IT/エンジニアリングマネージャー/スタッフ 

10 万人以上の従業員、＄100 億以上の収益、食品、飲料、農業 

多岐にわたる料金モデルを活用 

当社の調査結果は、コミットメントに応じた割引プログラムやスポットインスタンスの料金によるコスト管

理の有効性を示しています。コスト削減率が高い回答者は、スポットインスタンスを利用している可能性が

最大で 40%高く、さらに Savings Plans を採用している可能性も高く、Savings Plans では、1 年ないし 3

年の契約を結ぶ代わりに大幅な割引料金（60%以上）でリソースを購入することができます。この料金モデ

ルは、コスト削減だけではなく、利便性も魅力的な特徴として兼ね備わっています。事前に割り当てたコン

ピューティングリソースのキャッシュを用意しておくことで、開発者は調達プロセスを経ることなく、処理

能力を自由に引き上げることができます。 

依然として一番選ばれる料金モデルは、クラウドの原点に忠実なオンデマンドでの購入（66%）であり、僅差

で次ぐのは、リザーブドインスタンス（最も節約効果が高い料金モデルですが、特定のマシンタイプと場所に

制約されます）と Savings Plans（図 4 左参照）です。複数の料金プランを使用する場合、ワークロードに応

じて購入タイプを戦略的に組み合わせる必要があります。そのため、たとえば、定常状態のアプリケーション

に対するキャパシティ要求が把握できている場合、コンピューティング能力のベースラインの割り当てを設定

したり、バッチジョブやその他突発的に著しく増減するが中断しても支障をきたさないワークロードにスポッ

トインスタンスを適用したり、オンデマンドマシンを起動し、アドホックや実験的な使用に対応したりするこ

とが可能です。 

専任のクラウドコスト管理チームを擁する組織の調査回答者は、多岐にわたる購入オプションを適用してい

る可能性が高く（図 4 右参照）、IT、開発、プラットフォーム、財務チームなど、コスト管理を行うその他

のステークホルダーよりもオンデマンド料金やスポット料金を利用する傾向が見られます。オンデマンドイ

ンスタンスとスポットインスタンスは、それぞれパブリッククラウドで最高価格と最低価格となる両極端な

料金設定を代表するものですが、一方、より手頃な料金のリザーブドインスタンスや Savings Plans による

オーバープロビジョニングは、購入したリソースが使用されない（つまり、無駄になる）事態を招くことに

なります。  
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図 4：クラウド財務管理チームは、利用可能な多岐にわたる購入モデルを利用する

可能性がより高い 

 オンデマンド     リザーブドインスタンス 

   Savings Plans     スポットインスタンス  

 
Q.  現在、組織でクラウドリソースを購入する際、次のうちどの料金モデルを使用していますか? 

Q.  クラウド財務管理（CFM）の組織への組み込みをどの役割のものが担当していますか? 

出典：451 Research custom survey、2022 年 

  

アカウント管理、リソースのタグ付け、チャージバック/ショーバックな

どを使用してコストを配分 

「（パブリッククラウドの料金設定として）当社はチャージバックモデルを採用し

ています。クラウドでアカウントをセットアップし、アカウントにチャージバック

されます... 管理業務や関与しているさまざまなグループを対象に、一定の割合が差

し引かれます... 私たちはお客様がパブリッククラウドを使用してどのようにコスト

削減が図れるか常に評価しています。たとえば、お客様は Windows から Linux へ

の移行が可能か、または、1 年ないし 3 年間の使用期間のある長期契約を結ぶこと

で、料金を抑えることが可能かなどを評価しています。」 

IT/エンジニアリングマネージャー/スタッフ 従業員 100〜249 人 

＄2,500 万〜4,999 万の収益、政府機関 

  
        

  

  

  

  

76% 



 

spglobal.com  クラウド財務管理はコスト削減以上のメリットをもたらす|11 

報告されたコスト削減率が高い利用者は、パブリッ

ククラウドのコストを管理するうえで、アカウント

とタグの管理がとても重要であることを示していま

す。これは、特定の部門へのチャージバックやショ

ーバックよりも、重要だということです。各オプシ

ョンは、組織のレポートラインやクラウドの成熟度

に応じて異なります。多くの企業での各部門は、オ

ンプレミスの実装に結びついた IT 機能を中心に据

えて、成長を遂げてきました。ワークロードをクラ

ウドに移行するにつれ、企業は、セキュリティ、コ

スト、データ主権やその他の要素に関するコンプラ

イアンスを確保するには、「シフトレフト（開発の

早い段階で対策を実施）」、つまり開発事後では

なく開発サイクル全体にわたってポリシーとガバナ

ンスを適用する方法を用いて、新しいクラウドネイ

ティブなアプリケーションを構築する方が、より効

率的で繰り返し可能な方法であることに気づき始め

ています。 

どのタイプのコスト配分が使用されている場合で

も、支出は定期的に追跡する必要があります。当社

の調査によると、最も一般的なオプションは、月次

予測と支出追跡であり（図 5 参照）、これはクラウ

ドプロバイダーの請求、およびコミットメントに応

じた料金体系と一致しています（長期契約は通常、

月単位で償却して短期契約と比較されます）。調査

回答者は、月次予測と四半期ごとの予測を比較した

結果、時間の経過とともにインフラストラクチャに

対する単価が大幅に低下したと報告しています。 

 

図 5：月次予測が最も一般的 

 
Q. どのような頻度でクラウド支出の予測を行っていま

すか？（n=959） 

出典：451 Research custom survey、2022 年 

「毎月クラウド利用費用を見直しているた

め、（クラウド利用費用の管理や制御す

る当社の能力は）かなり優れています。

私たちこそが、これらのコスト最適化を

推進しています。キャパシティレポート

と使用率レポートの作成、つまり、デー

タ、コスト、パフォーマンス、キャパシ

ティの利用状況を提供することで、コス

ト管理が可能だと考えています。データ

を提供する場合、マネージャーや財務担

当者でも分かりやすくすることで、行動

を促すことができます。」 

IT/エンジニアリングマネージャー/スタッフ 

従業員数 100〜249 人 

＄2,500 万〜4,999 万の収益、政府
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当事者意識と説明責任の双方を

負うチームの手にクラウド財務

管理を委ねる 

当社の調査によると、クラウド財務管理機能の責

任は、主として IT チームが負っていることがわか

りました（図 6 参照）。この調査結果は支出レベ

ルを問わず一貫しています。大半の組織では、IT

チームが予算規律とクラウドリソースの配置の両

方を担当しています。ただし、クラウドへの支出

額が増えるにつれ、他のグループがより重い役割

もしくは、軽い役割を担う可能性があります。パ

ブリッククラウドへの年間支出が＄750,000 未満

の組織では、開発チームと運用チームがコスト管

理の主な責任を負う可能性が高く、クラウド支出

があるしきい値を超えると、プラットフォームチ

ームや財務チームに義務移管される傾向がありま

す。 

 

 

 

 

 

図 6：クラウド財務

管理は主に IT 部 

の責任 

   

 

 

 

■IT 部 

■クラウド財務管理部 

■財務部 

■運用部 

■プラットフォーム部 

■開発部 

 

 

 

 

 

Q. 組織内のどの部門がクラウド財務管理（CFM）の実装

を主に担当していますか?（n=1,000） 

出典：451 Research custom survey、2022 年 

  

 

54

% 

14

% 

13

% 

9% 

5% 

5% 
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コスト管理とサステナビリティとの密

接な関連性 
 

クラウドコンピューティングやその他の IT 業界は、新しいテクノロジーやイノベーシ

ョンをリードしており、環境保護と持続可能な成長をもたらす先駆者の役割をも担うこ

とが期待されています。電力/エネルギーの消費量が最も多い企業であるクラウドプロ

バイダー（特に 100 万台規模以上のサーバーリソースを保有する企業であるハイパー

スケーラー）は、電力を 100%再生可能エネルギーで賄い、二酸化炭素排出量の実質

ゼロ化を推進すると固くコミットメントしており、利用者が自社のクラウド利用に起因

する影響を追跡できるよう、二酸化炭素排出量ツールを実装しています。 

クラウドサービスの利用者がこのコミットメントに対して重きを置いていることは、調

査結果でも裏付けられており、サンプルに含まれる組織の 86%（たとえば、パブリッ

ククラウドに年間＄100,000 以上を費やしている組織）が、サステナビリティプログ

ラムを正式に導入していることが明らかになっています。そして、この取り組みにおい

て、最も貢献しているのは IT チームです。サステナビリティの目標を掲げる組織の

71％は、IT 部門が目標設定と達成に深く関与していると述べています（図 7 参照）。

図 7：IT チームがサステナビリティの目標設定と達成に深く関与している 

 

 

 

 

 

 

 

        

      3%         目標設定には関与しないが、目標達成には関与している 

                             （IT チームにサステナビリティの目標が伝えられ、進捗状況を報告する必要がある） 

 

Q.  IT チームは、組織のサステナビリティの目標設定/達成にどの程度関与していますか?（n=861） 

出典：451 Research custom survey、2022 年 

71% とても深く関与している（IT チームがサステナビリティの目標設定とその

測定に使用するメトリクスの設定に寄与） 

 

 

 

26% 
ある程度関与している（IT チームはサステナビリティの目標やその測定に

使用するメトリクスの一端は担うが、最終決定権は持っていない） 
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温室効果ガスプロトコルは、二酸化炭素排出量を報告する際に使用される業界基準です。スコープ 1 には報告

企業が所有または管理する事業からの直接排出量が含まれ、スコープ 2 には購入または取得したエネルギーか

らの排出量が含まれ、スコープ 3 には報告企業の上流および下流のサプライチェーンにおける間接排出量が含

まれます。企業がオンプレミスのデータセンターからパブリッククラウドにワークロードを移行すると、企業

の責任はスコープ 1 と 2 からスコープ 3 に移り、スコープ 1 とスコープ 2 の管理責任は、クラウドプロバイ

ダーが負うことになります。上流のサプライチェーンでの選択によって、どのように環境に影響を与え得るか

を利用者は把握したいため、クラウド上における二酸化炭素排出の追跡は必要となります。 

 

最も簡単でわかりやすいコスト管理戦略が、無駄を省くことだと考えると、クラウド支出の規律とサステナビ

リティの目標達成の相補的な性質はごく自然なことです。組織が従来のキャパシティ計画と同様の方法でクラ

ウドに導入すると、当初はクラウドリソースを過剰にプロビジョニングすることになります。当社のデータ

は、専用のクラウド財務管理機能を導入している期間が長ければ長いほど、企業がサステナビリティの目標設

定や達成に必要となる、アプリケーション動作の可視化を実現している可能性が高くなると示しています。ク

ラウド財務管理に 4 年以上積極的に取り組んでいる回答者のうち 72%は、戦略的なサステナビリティの計画

策定に積極的な役割を果たし、使用する監視ツールに関する詳細な知識を有すると回答したのに対し、クラウ

ド財務管理に携わった経験が 1 年未満の回答者では、この割合は 40%でした。 

もちろん、パブリッククラウドは企業全体の電力/エネルギー使用量における一要素に過ぎず、企業は組織全

体の目標達成に向けた進捗状況を設定および追跡するためのさまざまなツールを自由に利用できます。ただ

し、このようなシステムへのデータ入力はさまざまなソースから得られる可能性があり、現在最も使用され

ているツールは Excel スプレッドシート（64％）、それに続くのは ESG/サステナビリティ管理ソフトウェ

ア（61％）であることは驚くべきことでありません（図 8 参照）。一方、より専門的なソフトウェアを支持

する勢いが増しているように見えます。今後 2 年間にデプロイする予定のツールについて回答者に尋ねたと

ころ、ESG/サステナビリティソフトウェアがトップに上がりました。 

図 8：現在、Excel スプレッドシートがサスティナビリティの指標の追跡に最も使用

されているツール 

Excel スプレッドシート 

ESG/サステナビリティ管理ソフトウェア 

商用データセンターのインフラストラクチャ管理ツール 

電力管理システム 

自社開発のデータセンターインフラストラクチャ管理ツール 

ビル管理システム 

Q. サステナビリティ向上の測定、監視、管理に、次のうち、どのツールを現在使用/使用する予定ですか？（n=793） 

出典：451 Research custom survey、2022 年 
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現在追跡しているサステナビリティの指標は、光熱費を見直すことですぐに入手できる

もの、つまりエネルギー消費量（69%）と水使用量（59%）です。しかし、今後 2 年

間の採用計画では、温室効果ガスの排出量（45％）と廃棄物（42％）の監視力向上が

推進されます。この実態は、これらに起因する影響を測定するための専用ツールに対す

る市場の需要があるということを示しています。 

まとめ 
パブリッククラウドに対する単価は、インフレ経済下でも比較的安定しているため、ク

ラウド支出が全体として増加傾向にあるのは驚くべきことではありません。451 

Research の Market Monitor サービスは、パブリッククラウドの IaaS と PaaS への支

出の今後 5 年間の CAGR（年平均成長率）が、16％伸びると予想しています。従業員

と顧客基盤の分散化が進み、デジタルファーストのエンゲージメントを期待する新世代

の消費者を満足させる必要性から、多くの組織は、大部分の IT 資産をパブリッククラ

ウドに移行しています。大半の企業がシャドーIT の段階を超え、成熟しており、IT 予

算に占めるクラウドサービスの割合が増す昨今、投資を最大限に活用するために、組織

は当然クラウド費用の監視と管理に目を向けています。 

クラウドプロバイダーとソフトウェアベンダーは、予算設定、コスト差異に関連するア

ラート、不必要な過剰支出を是正するためのツールを多数提供しています。その方法に

は、簡単な方法（たとえば、営業時間外にリソースをオフにする、予測可能なワークロ

ードに対して長期割引を活用するなど）、または、煩雑な方法（アプリケーションをリ

ファクタリングして必要なときにのみリソースを起動する、中断しても支障のない処理

にスポットインスタンスを使用するなど）もあります。ここでの秘訣は、獲得できる価

値が、支出を上回り続けることを担保することです。これを実現するために組織は、ビ

ジネス関連の目標を設定し、多岐にわたるデプロイメントのオプションと料金モデルを

活用して成果を出したいと考えていることでしょう。 

この調査では、クラウド支出の財務規律（IT など）を担当するチームがサステナビリテ

ィの目標設定と達成にも関与している可能性が高いことが示されています。目的が一致

したのは自然な成り行きです。すなわち、無駄なものは排除すべきであり、コンピュー

ティングリソースをアプリケーションのニーズに、より的確にマッチングさせることで

もたらされる効率性は、財務およびサステナビリティ目標、双方の目標達成に寄与しま

す。 
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方法論 
この調査では、世界中の 1,000 人の IT 意思決定者を対象にウェブベースのアンケート

を実施しました。サンプルには、南北アメリカ（米国、カナダ、ブラジル）の 325

人、ヨーロッパ（英国、ドイツ、フランス）の 275 人、アジア太平洋（インド、日

本、オーストラリア、韓国、中国）の 400 人を含む、11 か国からの、幅広い業種を代

表する回答者が含まれていました。米国に拠点を置くすべての回答者は、年間収益が

＄5 億以上、従業員数が 500 人以上、パブリッククラウドの年間支出が＄25 万以上の

組織に所属、米国外に拠点を置く回答者は、年間収益が＄2 億 5,000 万以上、従業員数

が 250 人以上、パブリッククラウドの年間支出が＄100,000 以上の組織に所属してい

ました。すべてのアンケート回答者は、一連の包括的なスクリーニング用の設問を使用

して審査され、提示された調査アンケートに回答するために適格な職務に携わり、知識

を有する者として確認されています。  
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現在のクラウド財務管理機能を見直し、積極的にギャップを埋める方法について、お客様のアカウントチームにご

相談ください。 

AWS のアカウントチームがありませんか?AWS にお問い合わせください：

https://aws.amazon.com/contact-us/ 

AWS サービスを活用して、コストを最適化し、ビジネス価値を加速する方法を学びましょう。 

https://aws.amazon.com/aws-cost-management/ 

他のお客様が、コスト削減、スタッフの生産性、オペレーショナルレジリエンス、ビジネスアジリティに関するメ

リットをどのように実現しているかご覧ください。 

https://aws.amazon.com/economics/ 

ビルダーや金融専門家向けの CFM 教育プログラムをご利用ください。

https://aws.amazon.com/training/classroom/aws-cloud-financial-management-for-builders/ 

https://aws.amazon.com/training/classroom/aws-cloud-for-finance-professionals/  

AWS 利用に起因する二酸化炭素排出量を追跡および予測できます。 

https://aws.amazon.com/aws-cost-management/aws-customer-carbon-footprint-tool/ 

コンテンツ提供 

https://aws.amazon.com/contact-us/
https://aws.amazon.com/aws-cost-management/
https://aws.amazon.com/economics/
https://aws.amazon.com/economics/
https://aws.amazon.com/training/classroom/aws-cloud-financial-management-for-builders/
https://aws.amazon.com/training/classroom/aws-cloud-for-finance-professionals/
https://aws.amazon.com/aws-cost-management/aws-customer-carbon-footprint-tool/
https://aws.amazon.com/aws-cost-management/aws-customer-carbon-footprint-tool/
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